
e-Rad課題ID（半角英数字）　12345678

（知財様式１）　　　　　　　　　　　　　　　　発明等報告書

　　　　令和　　年　　月　　日
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
生物系特定産業技術研究支援センター 所長　殿

（報告者）
研究機関名： 発明等を行った委託先の研究機関名を記す。
研究実施責任者名： 上記研究機関の研究実施責任者名を記す。　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○○年○○月○○日付け委託契約（変更契約している場合は「（○○年○月○日変更契約）」と付記する。）に基づく下記１項記載の委託試験研究の成果として、下記２項に記載した発明等を行ったので、報告します。

１．本報告に係る委託試験研究の概要
	事業名
	○○○○○事業

	試験研究計画名
	○○○○○○○の開発

	コンソーシアム名、
代表機関名・代表者名
	○○○○コンソーシアム（コンソーシアム方式でない場合は記入不要。）
委託契約書の代表機関名・代表者名を記入する。

	研究代表者名
	××大学　〇〇太郎（所属及び氏名を記入する。）

	試験研究の実施期間
	　　　　年　月　日　～　　　　年　月　日　



２．発明等
	発明者名
（共同発明の場合は
全発明者を記入）
	発明太郎　××大学××研究室
発明花子　××研究所××解析室（第三者）← 委託先又は構成員以外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の者である場合は「（第三
者）」を明記。

	出願人名
（共同出願の場合は
全出願人名を記入）
	××大学
××研究所（第三者）← 委託先又は構成員以外の者である場合は「（第三
者）」を明記。

	出願前の移転（予定）
	協力機関以外の第三者が出願人に加わる場合は要記載。（事前申請が必要に
なる場合があるため、補足説明２（４）を参照のこと。）
有または無を記す（「有」の場合は移転予定日、移転元を明記）。

	発明等の名称
	○○○○○○○の開発方法

	発明等の概要
	○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
(概略を記載する)

	従来技術との相違点・新規性
	・特許権であれば報告者が「新規性」「進歩性」があると考えている部分を簡潔に記載、意匠権であれば「新規性」があると考えている部分を簡潔に記載、「育成者権」であれば「区別性」がある範囲を簡潔に記載。

	発明等の取扱方針
	権利化・ノウハウとして秘匿（いずれかを記載）

	特許権等の対象
	特許権、実用新案権、意匠権、育成者権、著作権、ノウハウ等（いずれかを記載、著作権の場合は著作物作成日も記入。）

	国外出願の予定
	有・無・未定（いずれかを記載）

	本事業との関連
	研究課題のうちの中課題「～の開発」に係る研究成果である。

	特記事項
	・共同出願等をする場合は、共同出願等に関する契約締結の進捗状況等を記入して下さい。
・第三者と共同出願等をする場合は、「委託先（或いは「ｺﾝｿｰｼｱﾑ構成員」）以外の○○○との共同出願等において、○○○は、○○委託契約書の秘密保持及び特許権等に係る規定の適用を受けることについて同意しました。」と記入して下さい。
・第三者と共同出願等をする場合等において、より広い権利を得ることを目的として委託研究以外の成果を含む出願等である場合は、委託業務の成果と委託業務以外の成果とを峻別して記載してください。
・本委託事業又は他事業の成果（バックグラウンド知財を含む）を使用した場合は、その旨を記載ください。
・権利化予定のものの場合は、学術論文だけではなく当該特許権等の先行文献調査（特許調査など）を行ったかどうかを記入してください。


※「共同出願等」とは、産業財産権等の共同出願又は著作権、ノウハウの
共有のことを指します。

＜補足説明＞

１ 共同出願等を行う場合
[bookmark: _Hlk157604189]共同出願等を行う場合は、共同出願人等の間で出願等を行う前までに持分を峻別した共同出願等に関する契約書を締結してください。
なお、出願手続きを行わない著作権又はノウハウを共有する場合は、本様式の提出時までに共有の相手方と共有に関する契約書を締結してください。

２ 第三者（委託先以外の者、又はコンソーシアム方式の場合は構成員以外の者）と共同出願等をする場合
（１）委託先は、発明等報告書を生研支援センターへ提出する際に、第三者を共同出願人等に加える必要性を示す「第三者を共同出願人等に加える理由書」（事業様式５）を作成し、本報告書に添えて（コンソーシアム方式の場合は代表機関を通じて）生研支援センターへ提出して下さい。
[bookmark: _Hlk157604292]（２）委託先は、第三者との間で下記要件を満たす共同出願等に関する契約書を出願等を行う前までに締結するとともに、同契約書の写しを（コンソーシアム方式の場合は代表機関を通じて）知財様式２の提出の際に生研支援センターへ提出して下さい。
・ 委託先と第三者との特許権等の持分を峻別している。
・ 委託契約書との関係を明示し、委託契約書における秘密の保持及び特許権等の取扱いに係る規定について委託先を第三者に読み替えて適用することが規定されている。
または、共同出願等に関する契約書若しくは共同出願等に関する契約書に付随させる覚書等において、委託契約書との関係を明らかにするとともに、委託契約書が定めた守秘義務及び特許権等の取扱いに係る規定を優先することを規定している。
なお、出願手続きを行わない著作権又はノウハウを共有する場合は、本様式の提出と同時に共有の相手方と交わした契約書の写しも提出してください。
（３）コンソーシアム方式の場合で第三者と共同出願等するときは、他の構成員の同意をあらかじめ得て下さ
い。
（４）協力機関以外の第三者で特許権等を受ける権利を有さない者と共同出願等をしようとするときは、移転の扱いとなるため、「特許権等移転申請書（知財様式４）」の提出が必要です。

３　特許権等の出願、登録を行った場合は、知財様式２を（コンソーシアム方式の場合は代表機関を通じて）出願、登録を行ってからそれぞれ下記期限内に生研支援センターへ提出して下さい。なお、優先権主張出願時及び分割出願時は、知財様式１の再提出は不要です。

① 国内出願時、PCT国際出願時及び日本国への国内移行手続（※）時：出願等を行った日から60日以内
② 外国への直接出願時及び日本国以外への国内移行手続時：出願等を行った日から90日以内
※国内移行手続とは、PCT国際出願後、各国内での実体審査を受けるため、各国の担当官庁に必要書類の提出等を行う手続きをいいます。

４　国内の特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願を行う場合は、出願に係る書類に国等の委託研究の成果
に係る出願である旨を願書に記載して下さい。知財様式２の提出の際に添付書類として願書の写しを提出していただき、生研支援センターで記載の有無を確認します。
＜記載例＞ 
【国等の委託研究の成果に係る記載事項】の欄を設けて記載。
「令和〇年度、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構生物系特定産業技術研究支援センター「○○○○○○事業（△△△△プロジェクト）」、産業技術力強化法第１７条の適用を受ける□□出願」


